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	　2013年度の地方財政計画において、政府は、地方公務員給与費を削減する一方、防災減災事業、地域の元気づくり推進費等を設置して、地方自治体との十分な協議がないまま、地方の固有財源である地方交付税の削減を強行しました。
　しかし、地方自治体は、東日本大震災からの復興、社会保障分野におけるセーフティネットの確立、環境政策の推進、農林水産業の振興などの増大する財政需要に直面しており、これに見合う地方交付税の必要総額を確保し、地方交付税の財源保障機能・財政調整機能を十分に発揮させることが不可欠です。また、地方財政のあり方を決定するための前提条件として、国と地方の十分な協議が保障されなければなりません。
　
地方三団体に対する要望（概要）

①地方財政の充実　②地方分権に対応した税財政制度の抜本改革　③地方公務員の総人件費抑制政策の見直し　

	
	④東日本大震災からの復旧・復興　⑤福島第一原子力発電所の事事故関連対策の強化　⑥社会保障政策の拡充⑦環境政策の推進　⑧消費者行政の推進おおおおおおおおおおおおおおお　　　　　　　　　　　　　　　
　自治労の要望に対し各団体は部長クラスが応じ考えを示しました。おおおおおおおおおおお全国町村会は財政副部長から「町村会としても要望を取りまとめ、政府に働きかけを行っているところ。一般財源総額の確保、歳出特別枠の堅持、小規模自治体の普通交付税算定に係る段階補正の完全復元など、自治労と同趣旨の要請を実施している。現在、与党税調で、償却資産の固定資産税の減免、自動車保有税等の見直しが議論されているが、どれも市町村の重要な自主財源であり、町村会としても気が抜けないところ。今後、国と地方の協議の場が開かれると思うが、しっかり訴えたい」と、自治労要望に対する考えが示され、今後も情報交換を行うことを約束し、要請を終えました。おおおおおおおおおおおお　（道本部ホームページより）







「特定秘密保護法案」強行採決の抗議と成立阻止に向けた道本部声明（概要）
	１．政府・与党は11月26日、衆議院本会議において、特定秘密保護法案を強行採決し、翌27日には参議院で即時提出され、趣旨説明・質疑がなされた。

パブリックコメントや各種世論調査で圧倒的多数の国民が反対し、また、前日に福島で開かれた地方公聴会でも与野党各推薦のすべての意見陳述人が反対したにもかかわらず、である。

２．本法案は、公務員が秘密を漏洩した場合は現行の国家公務員法の５年を超える10年の懲役を科す厳罰化とともに民間人も罰則の対象とするなど、国民の知る権利や言論や表現、報道の自由を侵害する危険性が指摘されている。また、「行政機関の長」の判断で恣意的に秘密と指定できることから、「外交」・「防衛」に限らず、例えば「ＴＰＰ」や「原発」に関することなど政府や各省庁に都合の悪い情報が「特定秘密」の名のもとに隠蔽される危険性もあり、この法案のめざす政府・中央省庁への「情報の中央集権化」とも言える姿は、私たちの求める地方分権に逆行するものでもある。
３．国家公務員に限らず、私たち地方公務員の業務においても中央省庁で指定した「特
	
	定秘密」に該当する事項があれば、知らないうちに処罰の対象となりかねなことも懸念される。一方、労働組合としても「スパイやテロ活動防止」の分野を理由として、体制に批判的な集団的示威運動・デモ行進・集会開催などの活動を敵視し、恣意的に秘密を指定して、労働組合運動に間接的に制限を加えてくる危険性も否定できない。
５．重要なのは、行政や報道のあり方、あるいは国民の「知る権利」という非常に基本的でかつ民主主義国家においてなくてはならない権利を脅かしかねない法案を、12月6日に会期末を迎える今臨時国会の会期内で政府与党が、『数の力』に任せて強硬的に成立させようとしていることである。これほどの世論を無視して数の力に頼った強行採決は、民主主義を否定する暴挙にほかならない。

６．自治労北海道本部は、組織内のあいはらくみこ・えさきたかし両参議院議員をはじめ、北海道選出の小川勝也・徳永エリ参議院議員とも連携し、中央本部や連合北海道、北海道平和運動フォーラムに結集して、参議院段階における本法案の成立阻止のみならず、人権・民主主義を守るたたかいとして全力を挙げる決意である。　　（2013年11月29日）
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自治労は11月26日に地方三団体（全国市長会・全国町村会・全国知事会）に対して、2014年度予算編成に関する要請を行いました
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組合員・臨時職員の皆さん！ど～ぞお越しください。

















北海道労働金庫は、東日本大震災で親を亡くした子どもたち（震災遺児）への支援に取組んでいます。具体的には北海道ろうきんのＡＴＭおよびセブン銀行のＡＴＭを対象に、北海道ろうきんのキャッシュカードによるお引出し・お預入1回につき1円を北海道ろうきんが負担し、「あしなが育英会（東日本大地震・津波遺児募金）」へ寄付する取り組みです。おおおおおおおおおお2012年6月1日～2013年10月31日までの「あしなが育英会（東日本大地震・津波遺児募金）」への累計寄付金額は、5,607,162円となりました。ご利用いただきました皆さまに心より御礼申し上げます。この取り組みは2014年3月31日まで継続してまいりますので、引き続きお引き立てくださいますようお願い申し上げます。


皆さまのご利用が復興支援につながります。皆さまのご理解、温かいおおおご支援とご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。
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